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年金額改定通知書の見方

●基本となる年金額
改定後の年金額を表示してい
ます。

●支給停止額
支給停止される額がある場合
は、その額を表示しています。

●支給年金額
停止額がある場合に、実際に支
給される額（年額）を表示してい
ます。
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年金支払通知書の見方

●一期額
 改定後の年金額（支給停止額がある場合は支給年金
額）の２カ月分の額（円未満の端数切り捨て）を表示
しています。

●社会保険料など
介護保険料や税金など、年金から徴収される額を表示
しています。

●差引支給額
実際に年金の受取先口座に送金される額を表示して
います。
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　今回同封した年金支払通知書は、６月・8月・10月支給期の支給内容です。
　なお、6月支給期以後に支給額等が変更となった方には、変更後の年金支払通知書を8月または10月
支給期に送付します。支給額等に変更がない方は、12月支給期に次回の年金支払通知書を送付します。

　令和元年度（2019年度）の年金額は原則0.1％増額されることとなり
ましたので、同封の「年金額改定通知書」にて、改定後の年金額をお知ら
せしています。
　また、年金額の改定に伴い、令和元年６月支給期（2019年４月・５月
分）から年金の支給額が変わります。「年金額改定通知書」と一体となっ
ている「年金支払通知書」にて、支給額をご確認ください。

ご自身の年金額をご確認ください

年金額改定通知書・年金支払通知書の見方
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　在職中であったために年金が支給停止となっている方は、退職後に支給停止の解除等（退職改
定）を行います。この手続きは順次進めておりますが、手続きの完了時期は８月上旬を予定してお
ります。そのため、６月支給期（４月・５月分）の年金は、在職による支給停止が解除されていない
状態となります。（「年金額改定通知書」には「在職停止」という文言が印字されています。）
　支給停止の解除により追加支給となる年金（６月支給期に送金できなかった年金）については、
８月上旬（遅くとも８月支給期）までにはお支払いできる予定です。
　ご迷惑をおかけしますが、ご理解くださいますようお願いします。

添付書類の提出を
省略できるようになります

　マイナンバー制度の創設により、社会保障・
税・災害対策の分野の行政事務では、マイナン
バー（個人番号）を利用した情報連携が実施さ
れています。
　当共済組合を含む年金の実施機関において
も、情報連携を行うための準備を順次進めてい
ます。

　情報連携が開始されると、年金受給者の方お
よびそのご家族の方（以下「申請者」といいま
す。）は、次のような申請をするときに、申請書に
添付する書類を一部省略できるようになります。

　地方自治体等が支給する各種の給付の手続きには、年金額等の情報が必要になるものがあり
ます。年金の実施機関は、地方自治体等からの照会に応じて、個人番号に対応する年金情報を
地方自治体等へ提供します。
　これにより、申請者は、地方自治体等に各種の給付を受けるための申請をするときに「年金決
定通知書」等の提出を省略することができます。

地方自治体等に給付の申請をするとき   【実施に向けて準備を進めています】

　年金の実施機関は、年金の申請書（請求書）を受け付けると、手続きに必要な情報（住民票関
係情報、地方税関係情報、雇用保険情報等）を地方自治体等へ照会します。地方自治体等から個
人番号に対応した情報が提供されると、それを基に年金の手続きを行います。これにより、申請
者は「住民票の写し」や「課税証明書」等の提出を省略することができます。
　当共済組合の年金の申請については、平成31年4月15日から､申請書に添付された書類の
内容と情報連携により取得した情報との間に相違がないか等を確認するために、情報連携の試
験的な実施（試行運用）を行っています。試行運用期間中は、従来と同様に添付書類の提出が必
要となりますので、ご理解をお願いします。添付書類の一部省略が可能となる時期については、
追って当共済組合ホームページでお知らせします。

年金の実施機関に年金の申請をするとき　【一定期間の試行運用の後、添付書類の省略を実施】

（当共済組合を含む）

情 報 連 携

個 人 番 号を 利 用した 情 報 連 携 に つ い て は 内 閣 府 ホ ー ム ペ ージをご 覧ください
（https://www.cao.go.jp/bangouseido/case/individual/renkei.html）

個人番号に対応する
情報を相互にやりとりする

申請❷申請❶

申請書類申請書類 添付書類

省略省略

添付書類

住民票の写し等の
添付を省略

年金決定通知書等
の添付を省略

平成31年3月末の退職により当共済組合の組合員資格を喪失した方へ

申請❶

申請❷

申請者

地方自治体等 年金の実施機関
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マイナンバー
による情報連携


